


 
き、予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込みをした者のうち、価格その他の

条件が本学にとって最も有利なものをもって申込みをした者を落札者とする方式を

いう。 

(９)持参入札 あらかじめ理事長が指定 



 
 (17)競争入札参加資格確認申請書(様式１)及び競争入札参加資格の確認に必要な資料

(以下「申請書等」という。)の提出の期限、場所及び方法 

(18)当該契約に係る契約の区分及び業種等について名古屋市競争入札参加資格（名古





 
(４)有限責任事業組合契約に関する法律（平成17年法律第40号）によって設立された

有限責任事業組合 

２ 前項の規定にかかわらず、官公需適格組合証明基準に適合しているとして中小企業

庁の証明を受けた者については、特別の理由があり適当と認める場合に限り、入札に

参加させることができる。 

 



 
算して



 
５ 第１項に定める説明請求に対してなお競争入札参加資格がないと認めた場合は、第

２項の回答においてその理由を付さなければならない。この場合において、特定調達

契約、工事の請負契約又は工事に関する調査等の委託契約（測量、建築設計・監理、

建築設備設計・監理、建設コンサルタント、補償コンサルタント及び調査（工事・都

市系のうち、地質調査業務委託に限るࠀ�に좀る契約をいうࠀ�딗洞࣊ࠀ�のとࠚは、











 
３ 第１項の規定にかかわらず、予定価格を事前公表した入札の場合は、再度入札を行

わないものとする。 

４ 初度入札又は再度入札に参加しなかった者及び当該入札が無効とされた者は、再度



 
 

 (日数の変更) 



 
効とすることができる。 

 

 (競争入札参加資格の確認) 

第37条 理事長は、入札後資格確認型一般競争入札における競争入札参加資格の確認は、



 









 
 (随意契約の事由) 

第51条 理事長は、規程第20条の規定に基づき、契約の内容の特殊性、経済的合理性、

緊急性等を客観的、総合的に判断して随意契約を締結するものとし、その締結にあた





 
２ 規程第26条第３項において準用する規程第５条第５項第４号に規定する理事長の定





 



 



 
附 則（平成26年4月1日 一部改正） 

 この要綱は、平成26年4月1日から施行する。 

 

附 則（平成28年4月1日 一部改正） 

 この要綱は、平成28年4月1日から施行する。 

 

附 則（平成29年4月1日 一部改正） 

 この要綱は、平成29年4月1日から施行する。 

 

附 則（平成31年2月1日 一部改正） 

 この要綱は、平成31年2月1日から施行する。 

  

附 則（令和元年10月1日 一部改正） 

 この要綱は、令和元年10月1日から施行する。 

 



 
別表１ 

契約の種別 予定価格等 入 札 方 式 

(１)工事請負 特定調達契約 一般競争入札 



 



 
様式２ 

 

競 争 入 札 参 加 資 格 確 認 通 知 書  

 

 

 年 月 日 

 

     様 

 








